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ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が
当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

運用実績の推移

■Aコース（為替ヘッジあり）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

騰落率（％）

■Bコース（為替ヘッジなし）

運用実績の推移 騰落率（％）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

基準価額 13,428円 設定日 2020年9月28日
純資産総額 245.4億円 信託期間 原則として無期限
決算日 毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日）

基準価額 26,101円 設定日 2020年9月28日
純資産総額 895.4億円 信託期間 原則として無期限
決算日 毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日）
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期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来
ファンド -11.77 1.57 14.62 27.00 85.60 34.28

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来
ファンド -12.03 2.59 20.85 40.84 139.63 161.01

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
'22/2/25 '23/2/27 '24/2/26 '25/2/25 '26/2/25

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

累計

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
'22/2/25 '23/2/27 '24/2/26 '25/2/25 '26/2/25

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

累計

作成基準日　2026年7月31日
お客様用資料（月報）

当ファンドは、特化型運用を行います。
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銘柄名 セクター 通貨 国・地域 構成比

1 エヌビディア 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 16.13%

2 アドバンスト･マイクロ･デバイセズ(AMD) 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 6.95%

3 台湾セミコンダクター 半導体・半導体製造装置 台湾ドル 台湾 6.74%

4 ブロードコム 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 5.76%

5 アップル テクノロジー・ハードウェアおよび機器 米ドル 米国 5.02%

6 ASMLホールディング 半導体・半導体製造装置 ユーロ オランダ 4.19%

7 インテル 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 4.05%

8 サムスン電子 テクノロジー・ハードウェアおよび機器 韓国ウォン 韓国 3.83%

9 SKハイニックス 半導体・半導体製造装置 韓国ウォン 韓国 2.91%

10 インフィニオンテクノロジーズ 半導体・半導体製造装置 ユーロ ドイツ 1.78%

合計 57.36%

（組入銘柄数：77銘柄)

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があれば
それに従います。GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※現金他には、キャッシュのほか未収・未払金等を含んでおり、マイナスとなる場合もあります。

■資産配分 ■国・地域別配分（上位10ヵ国） ■セクター配分

■組入上位10銘柄

ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式マザーファンドの状況

株式等 98.35%

現金他 1.65%

合計 100.00%

■通貨配分（上位5通貨）
通貨 構成比

米ドル 70.25%

ユーロ 9.25%

台湾ドル 8.58%

韓国ウォン 6.81%

日本円 3.19%

その他の通貨 1.93%

合計 100.00%

国・地域 構成比

米国 64.56%

台湾 8.51%

オランダ 7.32%

韓国 6.74%

日本 2.73%

ドイツ 2.61%

中国 2.10%

英国 1.13%

イスラエル 0.81%

カナダ 0.71%

その他 1.14%

現金他 1.65%

合計（14ヵ国） 100.00%

作成基準日　2026年7月31日
お客様用資料（月報）

セクター 構成比

半導体・半導体製造装置 61.99%

テクノロジー・ハードウェアおよび機器 15.88%

ソフトウェア・サービス 13.10%

金融サービス 2.03%

メディア・娯楽 1.23%

一般消費財・サービス流通・小売り 1.09%

資本財 0.96%

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 0.65%

銀行 0.41%

電気通信サービス 0.40%

自動車・自動車部品 0.39%

消費者サービス 0.21%

現金他 1.65%

合計 100.00%

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があれば
それに従います。GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※当該銘柄の売買を推奨するものではありません。
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■市場概況
7月のグローバル株式市場は小幅に下落しました。
当月、情報技術セクター指数のリターンは、グローバル株式市場全体を大きく下回りました。人工知能（AI）インフラ投資の持続性や
将来的な需給悪化への懸念から、半導体関連やハードウェア関連銘柄が下落しました。中国メモリー最大手の上海市場への上場を契
機に、中国企業との競争激化に対する警戒感が高まったことも下押し材料となりました。一方、ソフトウェア関連銘柄では、マイクロソフト
が上昇をけん引しました。好調な四半期決算に加え、今年の設備投資計画を据え置くとともに、来年度もフリーキャッシュフローがプラスを
維持するとの見通しを示したことから、AIの収益化への期待が高まりました。
情報技術セクター以外の代表的なテクノロジー銘柄では、中国のインターネットプラットフォーム大手アリババグループ・ホールディングやオン
ラインゲーム・SNS大手テンセントなどが上昇しました。中国政府の追加景気刺激策への期待も支援材料となりました。月末には、電子
商取引（EC）大手アマゾン・ドット・コムが、好調なクラウド事業を背景に市場予想を上回る決算を発表し、AI投資の収益化期待から
前月末比で大幅高となりました。これを受け、決算後に設備投資拡大への懸念から急落したグーグルの親会社アルファベットも、AI投資
に対する見方の改善から月末最終日に反発し、値を戻しました。一方、電気自動車大手テスラは、自動車事業の収益性低下やAI・ロ
ボット分野への先行投資負担が嫌気され、大幅安で当月を終えました。
*上記はすべてMSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス（税引前配当込み、現地通貨ベース）

■運用概況
7月のファンドの騰落率は、Aコース（為替ヘッジあり）は-11.77%、Bコース（為替ヘッジなし）は-12.03%となりました。
組入銘柄では、株価が前述の背景で上昇したソフトウェア大手マイクロソフトや、iPhoneなどを提供するアップルの組み入れがプラスに寄
与しました。アップルはAI機能の強化を進めるなか、製品需要の強さや、他の大手テクノロジー企業に比べAI関連の設備投資負担が相
対的に小さいとの見方などが株価を支えました。一方、月末の決算発表では、半導体の供給制約などを背景に先行き見通しが市場の
期待を下回ったことから、上昇幅を縮小しました。
一方、世界的にAI・半導体関連株が軟調に推移する中、半導体メーカーのインテル、韓国の半導体大手のSKハイニックス、半導体設
計会社のアドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD）の組み入れがマイナスに寄与しました。当運用では、AIの高度化に伴い、AIエー
ジェントのシステム全体を制御するCPUの需要が拡大することで、インテルのCPU事業の収益改善が進み、ファウンドリー事業の拡大に
必要な投資資金を回すことができるとみています。SKハイニックスは、AI向け高帯域幅メモリ（HBM）需要の拡大を背景に過去最高の
営業利益を発表したものの、市場予想に届かなかったことが嫌気され、株価が大きく下落しました。当運用では、同社がHBM市場で先
行し、AIインフラ構築に伴う旺盛な需要を取り込める点を評価しています。AMDに関しては、AIの高度化に伴うサーバー向けCPU需要
やAIインフラ投資の拡大による恩恵を期待しているほか、同社の優れた経営陣や高い設計・開発力を評価しています。

■今後の見通し
7月のグローバル・テクノロジー株式市場では、AI投資の収益化や投資回収の確度を見極める動きが強まる中、企業ごとの業績や収益
化見通しの差が株価の明暗を分けました。
テクノロジー分野に対する当運用の長期的な見方は、引き続き前向きです。AI関連投資は単なるソフトウェアサイクルではなく、計算資
源や半導体、ネットワーク、電力インフラへの大規模投資を伴う設備投資サイクルと捉えています。また、ハイパースケーラーによるAIインフ
ラ投資は伸びが緩やかになりつつも、投資水準そのものは高い状態が続くとみています。こうした中、推論やエージェント型AIの普及を背
景に、需要の恩恵はGPUに加え、CPUやメモリ、光通信、電源、先端パッケージングなど周辺領域へも広がり、AIサプライチェーン全体の
成長を支えるとみています。ポートフォリオ運営においては、AIインフラ関連を引き続き重要な投資テーマと位置付けています。AI関連銘
柄の大幅な上昇を受けて短期的な調整や株価変動が生じやすい局面にある中、AIインフラの投資サイクルに応じて変化するボトルネッ
ク領域（供給制約が強い分野）を見極めながら、特定銘柄への過度な集中を避け、サブセクターやビジネスモデルの分散を図りつつ投
資機会を捉えていきます。ソフトウェア分野では、AI導入による収益化や競争優位性の改善が見込める企業を中心に選別する方針で
す。また、地域分散の観点からも、グローバルな調査体制を活用し、日本を含むアジアや欧州などの世界各地から、有力なテクノロジー
銘柄への投資機会の発掘に努めてまいります。今後も90年近くに及ぶ成長株投資の伝統と世界中に広がる株式調査網を活用し、柔
軟かつ機動的ながら規律ある銘柄選択・ポートフォリオ運営を継続し、①経済活動において根幹となる非常に重要な技術（リンチピン・
テクノロジー）を提供し、②長期的に持続的成長が見込まれる市場で革新性によってシェアを拡大し、③売上の加速や利益率の改善
がみられ、④バリュエーションが合理的な銘柄の発掘を進めてまいります。

運用担当者のコメント

作成基準日　2026年7月31日
お客様用資料（月報）
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当資料のご利用にあたっての注意事項

当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様用資料であり、金融商品取引法に基づく
開示書類ではありません。
投資信託は、値動きのある有価証券等を対象としているため、投資元本を割り込み損失が生じることがあります。
ご購入の際は販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずお受け取りのうえ、内容をよく読
み、ご自身でご判断ください。
投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象にはなり
ません。
また、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただ
く投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありませ
ん。
当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果
を示唆あるいは保証するものではありません。
個別銘柄につき、売買を推奨するものではありません。
当資料内で表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証
するものではありません。
著作権はティー・ロウ・プライスに帰属します。「T. ROWE PRICE」、「INVEST WITH CONFIDENCE」、大角
羊（ビッグホーン・シープ）のデザイン等（troweprice.com/ip参照）は、ティー・ロウ・プライス・グルー
プ・インクの商標です。その他全ての商標は、それぞれの所有者の所有財産です。ティー・ロウ・プライスと商
標所有者との承認、出資、提携を示唆するものではありません。当資料はティー・ロウ・プライス・ジャパン株
式会社の書面による同意のない限り他に転載することはできません。
当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。
世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）お
よびマグロウヒル・カンパニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサー
ビスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセンス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、
編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類（またはその利用から得られた結果）に
ついて明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事者は、当該基準や分類の
いずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いかなる保証から
も明示的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編
集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその
他のいかなる損害（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負
いません。

収益分配金に関する留意点

作成基準日　2026年7月31日
お客様用資料（月報）

■分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金
額相当分、基準価額は下がります。
■分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払わ
れる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、
分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
■投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当す
る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同
様です。

商号等：野村證券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人資産運用業協会／
一般社団法人金融先物取引業協会／
一般社団法人第二種金融商品取引業協会／
一般社団法人日本STO協会

商号等：ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3043号

加入協会：一般社団法人資産運用業協会／
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受託会社：野村信託銀行株式会社


